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『石綿による健康被害の救済に関する法律の解説』について

石綿による健康被害の迅速な救済を図ることを目的とした「石綿による健康被害

の救済に関する法律」は、平成18年２月10日に公布され、政省令制定等の実施準備

を終えて、一部を除き、平成18年３月27日から実施されました。

石綿による健康被害については、国民の生命や健康に影響を及ぼすものであるこ

とから、隙間のない健康被害者の救済、今後の被害を未然に防止するための対応等

を適切に実施していくことが必要であります。

このため、平成17年７月以来、政府部内において「アスベスト問題に関する関係

閣僚による会合」が開催され、同年12月27日に開催された第５回となる同会合にお

いて 「アスベストによる健康被害者のうち、既存の法律で救済されない被害者を、

隙間なく救済するための新たな法的措置として 「石綿による健康被害の救済に関、

する法律案」を平成18年の通常国会の冒頭に提出するとともに、法案成立後はその

速やかな施行に努める」こととされたところです。

このような経緯を踏まえ、石綿が長期間にわたって我が国の経済活動全般に幅広

く、かつ、大量に使用されてきた結果、多数の健康被害が生じてきている一方で、

石綿に起因する健康被害については長期にわたる潜伏期間があって因果関係の特定

が難しく現状では救済が困難であるという特殊性にかんがみ、石綿による健康被害

者であって労災補償等による救済の対象とならないものを対象とし、事業者、国及

び地方公共団体が全体で費用負担を行い、石綿による健康被害者の間に隙間を生じ

ないよう迅速かつ安定した制度を実現するため 「石綿による健康被害の救済に関、

する法律」が制定されました。

本資料は 「石綿による健康被害の救済に関する法律」のうち、救済給付に関す、

る部分（環境省所管部分）について、各条ごとに解説したものです。本資料が、同

法の理解の一助となれば幸いです。

環境省環境保健部石綿健康被害対策室
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